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青森県農地中間管理機構の取組みへの評価意見 

 

 

１  「軌道に乗せるための方策」の視点 

視点 現状 評価意見 

１  機構の体制について 

(1) 機構の役員（理事・監事）体制が地域農業改

革に熱意を持ち、経営に関し実践的な能力を

有しているか 

 

 

 

 

○ ２７年度の理事１２名、監事２名の役員のうち、

１０名、７１％が農業や会社、団体等の経営に携

わってきており、「役員の過半数が経営に関し実

践的な能力を有する者」の要件は満たしてい

る。 

 

県庁OBやＪＡ関係者を含め、地域農業改革に

熱意を持ち、経営に関し実践的な能力を有する

体制となっている。県や市町村の理事も、本事業

において、市町村や農業委員会等現地の機関・

団体の支援と協力を円滑に得る上で必要である

と考える。 

(2) 現地で農地集積のコーディネートを行う担当

者の配置は十分か 

 

 

 

 

 

 

○ ２７年度は地域相談員（２８年度からは機構事

業推進員）を５名増員し１１名配置し、必要に応

じて本部担当職員を随時派遣して対応した。 

（２８年度はさらに２名増員している。） 

○ 機構の一部業務を市町村に委託し、集積の

コーディネートやマッチングを担っていただいて

いる。 

出先の地域相談員（機構事業推進員）体制を

着実に強化している。業務委託する市町村の担

当者等との連絡・調整を更に密にして、地域の

状況を的確に把握し農地集積実績が向上するよ

う努めていただきたい。 

平 成 ２ ８ 年 ６ 月 ２ ３ 日 

（公社）あおもり農林業支援センター 
青森県農地中間管理事業評価委員会 
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視点 現状 評価意見 

２  人・農地プランなどの地域の話し合いについ

て 

(1) 人・農地プランなどの地域の話し合いが十分

行われ、地域の人・農地問題の解決に寄与し

ているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 機構が、各地域の人・農地の状況を十分把

握しているか 

 

 

 

 

 

 

○ 出し手農家は農政に関心も少なく、人・農地プ

ランの話し合い等の地域の話し合いの場に参加

することも少なく、地域の農地調整の場としては

あまり機能していない場合もある。 

○ 地域の人・農地問題の解決は行政の役割でも

あるので、県や市町村に、地域農家の積極的な

参加につながる取組みをお願いしている。 

○ 昨年度に引き続き、集落座談会等の地域の話

し合いの場に積極的に出向いて機構事業を説

明し、活用を働きかけている。 

○ 県内の集落営農法人５３法人(H28.3.31 現在)

のうち、事業活用法人は２６法人で転貸実績は 

６７８ヘクタールと、これら法人全体の経営面積の２

割程度となっている。 

 

 

○ 地域相談員を増員したり、市町村等現地機関

からの情報をもとにして、地域の状況把握に努

めている。 

 

 

人・農地プランの話し合いなどにおいても、出

し手の巻き込みは未だ不十分である。また、集

落営農法人の機構事業活用実績も物足りないも

のがある。 

出し手の参加が多い直接支払関係の会合の

場を活用するなど、県・市町村等と連携し、出し

手を巻き込んだ地域の話し合いが十分行われる

よう努めていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一定程度は各地域の人・農地の状況を把握で

きている。しかし、出し手の申し込みが不十分で

あることから、更なる状況把握に努めていただき

たい。 
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視点 現状 評価意見 

(3) 出し手や地域への協力金が、地域の話し合

いや、新規の農地集積に貢献しているか 

○ ２７年度の機構の貸付実績のうち、新規集積面

積が４６％を占めるなど、一定の成果は見られ

る。 

協力金は、出し手の農地提供と地域の話し合

いに貢献しているものと評価する。なお、２８年度

からは協力金の交付単価が大幅に減額となる見

込みで大変遺憾である。しかし、機構事業の目

的は、協力金の分配ではなく、農地集積による

地域の将来の農業構築であるので、このために

事業に取り組んでいただきたい。 

 

３  農地の所有者（出し手）への配慮は十分か ○ 説明会や座談会、チラシ、パンフ、新聞などで

PRに努めたが、まだ浸透しきれていない。 

○ 出し手は働き方の変更や、機械の処分など大

きな節目となるが、そうした思いへの配慮という

面は不十分である。 

機構に対する出し手の認識はまだ不十分であ

る。機構事業のＰＲ活動と地域の状況把握を踏ま

え、できるだけ個別の事情を斟酌した出し手の

掘起しに努めていただきたい。 

４  農地整備事業との連携は十分か ○ 機構内に基盤整備地区担当の相談員を１名配

置して地域との連携に努め、２７年度は９地区で

２０９haの借入れ実績となった。 

ほ場整備面積からみると、２０９ha の実績は物

足りないものがある。農地整備事業担当団体と

更なる連携により事業の推進に努めていただき

たい。 

５  農地情報の電子地図システムは整備・活用さ

れているか 

○ 電子地図システムは２７年度から稼働したが、

農地中間管理事業で活用するには２８年度の

バージョンアップが待たれる状況である。 

○ 今後、システムを有効に活用していくために

は、市町村農業委員会の最新の情報が絶えず

反映されるように求めていく必要がある。 

農地の集積・集約化を進める上では、地域の

話し合いの際に、現在の地図情報や集積シミュ

レーションを示すことが有効である。関係機関と

連携しながら、電子地図システムの有効活用に

努めていただきたい。 
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２  実績評価の視点 

視点 現状 評価意見 

１  借受・転貸状況、目標の達成度 ○ 機構が借り受けた面積は１，７６７ha、貸し付けた

面積は１，８１３haで２６年度の４倍に伸びているも

のの、目標の約４０％にとどまった。 

 

実績が２年連続で目標の約４割にとどまったこ

とは残念である。とはいえ２７年度は前年度の４

倍に達しており、この上昇基調をさらに加速化さ

せるよう、特に出し手への浸透を図って、目標を

実現していただきたい。 

２  転貸先の状況 

(1) 地域内の農業者・地域外からの参入者 

 

○ 地域内の農業者（個人・法人）への貸付面積は

１，７８７ha で、全体（１，８１３ha）の９９％、地域外

からの参入者への貸付面積は２６ha で、１％と

なっている。 

 

実績のかなりの農地が地域内に貸付されてい

ることは、地域内で担い手を確保できている点で

望ましいことである。地域内で担い手を確保でき

ない地域では、地域外の担い手から支援を得る

ことも一方策であり、地域内外問わず地域事情

に応じた担い手の育成・確保に努めていただき

たい。 

(2) 新規参入者 ○ 新規就農者は平成２４年から３年間は毎年２５０

人以上出ているが、このうち、非農家出身の新規

参入者への貸付は４人の５haの実績にとどまって

いる。 

新規参入者の実情を考慮したうえで、新規参

入者の経営確立に寄与するように、農地中間管

理事業による貸付増を工夫していただきたい。 

３  転貸を受けた者の平均経営面積・団地数 ○ 転貸を受けた者の団地数が２団地増えて９団地

となり分散化したが、平均経営面積は３ha 増えて

１９haに、１団地の平均面積は０．２ha増えて１．５

haとなった。 

 

農地集積の結果として圃場分散がひどくなる

と、規模拡大の効果が十分発揮されなくなる危

険性があるので、集約化にも十分配慮して進め

ていただきたい。 
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視点 現状 評価意見 

４  担い手への農地集積の状況 ○ 担い手の利用面積は前年よりも２，６６１ha 多い 

７６,９８９ha で、集積率は前年よりも２.２ポイント上

がって５０．２％になった。（機構を介さないものを

含む。） 

機構事業の実績が目標の約４割にとどまった

とはいえ、担い手への農地集積が着実に進んで

いる。今後、機構事業の目標実現に推進してい

ただきたい。 

 

５  総合評価 － ２７年度は前年度の４倍の実績に達したとはい

え、２年連続で目標を大幅に下回ったことは満足

できるものではない。とはいえ、水田割合が少な

く、個別経営の力があり集落営農化が進んでい

ない本県の農業構造を踏まえると、やむを得な

い面がある。今後推進体制の強化と相まって事

業が幅広く浸透すれば、実績が大幅に伸びると

みられるので、機構役職員のみならず県・市町

村担当者から現場農業者まで一丸となった取組

充実を期待する。 

また、協力金単価が当初示されたものが見直

されたのは極めて遺憾である。しかし、農地集積

による地域の将来の農業体制構築は急務であ

り、農業者に真摯に説明し、理解を得て事業推

進に努めていただきたい。 

 


